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監査公表第２号 

 

 地方自治法第１９９条第１項及び第５項の規定により実施した随時監査（工事監査）の結

果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定に基づき、これを公表します。 

 

  平成３０年(2018 年) ４月２５日 

 

城陽市監査委員   川 村  和 久   

                          

                          

城陽市監査委員   谷  直 樹      

 

平成２９年度（2017年度）随時監査（工事監査）の結果について 

 

 地方自治法第１９９条第１項及び第５項の規定により実施した随時監査（工事監査）につ

いて、同条第９項の規定に基づき、その結果に関する報告を次のとおり提出します。 

 

第１ 監査の種類 

   地方自治法第１９９条第１項及び第５項の規定による随時監査（工事監査） 

 

第２ 監査の対象及び担当部局 

庁舎耐震補強等整備事業＜３期工事＞ 

〔総務部 総務情報管理課、都市整備部 営繕課〕 

 

第３ 監査の実施期間 

   平成２９年(2017年)１２月５日から平成３０年(2018年)３月２８日まで 

〔実地監査日：平成３０年(2018年)２月１９日〕 

 

第４ 監査の方法 

   抽出した工事について提出された書類を検分し、関係者に工事等に係る説明を求める

とともに施工現場を調査して監査を実施した。 

   なお、監査の実施に当たっては、工事技術に関する専門的知識を必要とするため、公

益社団法人大阪技術振興協会に工事の技術調査を業務委託し、監査結果報告はその調査

報告書を参考としている。 

 

第５ 監査の結果 

   監査対象別の工事概要及び監査の結果は、次のとおりである。 

   今後とも、適正な工事の執行と最少の経費で最大の効果をあげられるように努められ

たい。 
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庁舎耐震補強等整備事業＜３期工事＞ 

（１）実地監査日  平成３０年(2018 年)２月１９日（月） 

（２）工事場所   城陽市寺田東ノ口 16 番地、17 番地 

（３）工事概要   新庁舎建設等工事 

          鉄骨造 地上４階建 塔屋１階 

         延床面積 3,672.72 ㎡（受水槽ポンプ室含む） 

（４）工事期間   平成28年(2016年)9月7日～平成29年(2017年)10月31日 

（５）契約金額   1,312,200,000 円 

（６）設計及び施工監理業者    株式会社内藤建築事務所 

（７）工事請負業者        佐藤工業株式会社 京都営業所 

（８）監査の結果 

工事関係書類について、必要な書類は良く整備されている。当該工事の計画、設計、

積算、入札・契約、施工管理、品質管理、工事監理（監督）等の技術的事項の実施状況

については、良好である。 

現場施工調査については本調査時点における工事進捗率は 100％で、設計図書並びに計

画工程に従って、総体的に良好に施工されている。 

なお、調査内容等は、以下のとおりである。 

 

  ア 書類調査 

  （ァ）事業の目的・計画について 

本工事は、城陽市の町制発足以来増築を重ねてきた庁舎群を順次解体更新、耐震

補強をする中の３期工事として、同一敷地内で鉄骨造新庁舎建設等を行う事業で、

延べ面積 3,672.72 ㎡、地上４階建、鉄骨造の建物を建設し、調査時点では既に供用

開始している。 

設計において、上部構造を軽量化しており、基礎にも地盤改良杭を採用し、免震

構造は採用していない。外装材もイニシャルコストを削減した設計としている。既

存庁舎を耐震補強・改修して使用する工事も併行して実施しながらの庁舎整備計画

としており、敷地に対する建築面積の比率（建蔽率）63.91%（許容値 70%）、延べ床

面積の比率（容積率）198.29％（許容値 200％）という敷地の利用状況となっている。 

本工事は各設備工事も一括発注で契約金額は 13 億 1,220 万円（請負率 90%）であ

る。費用の 40%を前金払として 28年度予算で支払い、29年度予算で執行する残額の

うち、7億 6,229 万 2千円（96.82%）が起債で、国庫補助、京都府補助、一般財源が

それぞれ約 636 万円、594 万円、1,272 万円となっている。 

  （ィ）具体的設計概要について 

基礎の設計方針について、ボーリングデータより GL-６m 以下の洪積砂質土層（N

値 20 以上）を支持層とし、地盤改良杭、既成コンクリート杭、場所打ちコンクリー

ト杭の比較検討を行い、地盤改良杭（深層混合処理工法）としていた。 

耐震設計では、防災拠点として災害時庁舎自身の安全を保ち、直ちに災害対策活

動に対応できる機能を確保するため、重要度係数 1.5 のⅠ類の範疇で設計している。 

環境にも配慮した設計をしており、確認申請時に内外装仕上げ表に建築材料を明
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記し、シックハウス対策も材料において考慮している。ＶＯＣ測定は、執務室各フ

ロア１カ所とし、厚生労働省基準の６物質について、基準値を満たしていた。工事

中の換気、最終クリーニングにおいても、ＶＯＣ対策を考慮していた。 

外装は、一般的な押出成形セメント板横張下地に水性反応硬化型ポリウレタン樹

脂塗料であり、市民のアプローチ部も既設と同程度で、簡素な外装としている。 

構造体は鉄骨造で、事務所ビルに一般的に採用される地震に強い構造であり、設

計案について適正であると判断した。 

  （ゥ）積算について 

値入れにおける単価入力は市がＲＩＢＣにより行っており、原則として３者の業

者見積りをとり実勢価格を確認したうえで最低のものを採用していることから、積

算については適切に処理されている。 

  （ェ）入札・契約について 

入札には３社が参加し、監理技術者の資格として監理技術者資格者証保持者、一

級建築士の有資格者であることを確認し、ＣＯＲＩＮＳ「工事カルテ」写しも保管

されており、工事の入札・契約は適切に実施されたものと判断できる。 

  （ォ）施工管理・品質管理・工事監理等について 

Ａ．施工計画書について 

  各工事に関する個別具体的な内容が記述された個別施工計画書が作成され、工

事着手前に委託監理事務所によるチェック、監督員による承諾が行われ、内容確

認及び審査の手続きは適正に行なわれていた。 

Ｂ．使用材料について 

使用材料の確認は、材料承認願、施工計画書に於いて、認定書、試験成績表等

により行っていた。鉄筋などの材料はミルシート、入荷札、納品書により確認を

順次行っていた。 

Ｃ．実施工程表について 

出来高確認や、日程の微細なズレも把握されていて、問題はなかった。 

    Ｄ．建設副産物の扱いについて 

運搬収集・中間処理・最終処分の契約、マニフェストの整備、再生資源利用計

画書の作成が滞りなく行われていた。 

Ｅ．施工体系図について 

適切に掲示されていた。 

Ｆ．工事監理・監督について 

発注者、工事監理者、工事受注者が出席した定例会議が週１回行われ、議事録

も整備されていた。毎月、監理業務受託者から報告書が提出され、段階確認の立

会い記録・写真なども保管・整備されている。 

Ｇ．特記仕様書に記述されている個別の工種工事の監理について 

     （仮設） 

官庁提出書類を確認し、労働安全衛生法第88条１項の届けは、足場の設置届が

滞りなく提出されていた。総合仮設計画図において、揚重設備計画なども不足な

く記述されていた。建物位置、設計ＧＬの確認状況も問題なかった。 
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 （土） 

       土壌調査について、（一財）城陽山砂利採取地整備公社に残土搬入を指定し、平

成 28 年 10 月 11 日にサンプル採取を行い、問題のないことを確認していた。 

     （地業） 

地盤改良杭基礎について、ボーリング調査結果により GL-6.3m を支持層として

いるので、試験杭施工時に立会い確認をし、柱状図と打設時の深度及びトルク測

定値（25KN）を支持層に対する抵抗値とし、以後の基準としていた。改良体の強

度は、個々の改良杭毎に改良体積及び改良材使用量を管理記録し、砂利地業の使

用材料の品質においても，試験成績書で確認していた。 

          （鉄筋） 

鉄筋材料証明書、入荷札及びロールマーク確認写真から材料が適正であること

を確認していた。主筋はすべて圧接により接合し、第三者による超音波探傷試験

より接合部の品質が適正であることを、コンクリート打込み前に確認していた。 

配筋検査は、受注者監理技術者が全数検査を行った後、工事監理者及び市監督

員で３段階の検査を行い、指摘したことの是正、確認も微細なことまで記録が残

され、写真とともに整備されていた。 

（コンクリート） 

調合強度の決め方、強度割増のＳ値の扱いについては、所定の調合強度を定め

ており、生コンプラントは、いずれもＪＩＳ規格（適）表示工場であった。 

アルカリ骨材反応性試験は無害、塩分量はＪＩＳ規定に基づき規定値以下で、

単位水量は、JASS５で規定されている上限値である 185kg/㎥以下であった。 

荷卸し地点での検査は、スランプ、空気量、塩化物量、コンクリート温度、外

気温について監理者と監理技術者で確認し、記録の保管が為されていた。 

構造体強度確認のため圧縮強度試験では、１日１回以上、150 ㎥毎に作成した

テストピースを現場水中養生及び現場封かん養生として保管の上、（公財）日本

適合性認定協会による圧縮強度試験を実施している。結果は打設報告書とともに、

一覧表で管理し、現場水中養生の水槽の水温も記録していた。鉄筋の養生方法も

締め固めの方法も適切に行われ、出来形写真も整備されており、コンクリート工

事は適切に行われていたと判断した。 

（鉄骨） 

工場製作時の材料確認、ＳＮ490Ｃ材の使用状況などがミルシート及び写真で確

認され、溶接後の超音波探傷などの品質管理記録は適切に整理保管されていた。

特記仕様書に規定されているＭグレードに対する認定書も確認されていた。 

現場施工時のアンカーボルト埋め込み、柱脚処理及びグラウト、高力ボルト摩

擦接合部、鋼管柱の現場溶接接合部など、仕様書（監理指針）により品質上の注

意事項として特記されていることをよく理解し、適切に監理されていた。 

（ＡＬＣパネル，押し出し成形セメント板など） 

外装は、押し出し成形セメント板横張り工法（ノザワニューセーフティ工法）

で、地震時層間変位に対応している。目地には標準仕様書に記載のとおり２液性

変性シリコン系シール（MS-2）が採用されていた。 
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（防水） 

        屋上防水はアスファルト防水、押えコンクリート工法で、設備配管は、全て配

管取り出し立ち上がり（ハト小屋）を用い、防水層を貫通する配管はない。塔屋

の機械基礎周りでは改質アスファルト防水常温積層工法に変更し、適切な対策を

していた。水張り試験も実施し、24 時間経過後漏水がないことを確認していた。 

           請負業者、防水施工業者、メーカーによる 10年間保証書も保管されていた。 

（木工事） 

含水率、木目、節などの材料確認は現場受け入れ検査時に実施され、監理者の

立会・確認が行われていた。 

（屋根・外壁及び樋） 

アルミ製庇、ステンレス製竪樋、ステンレス製水切りなど、既製品を使用して

おり、製造者の推奨する基準に従い取付けが行われ、特に問題はないと判断した。 

（金属） 

外部軒天井下地では、野縁に 25mm の材料（室内用は 19mm）を用いている。北側

斜め柱に金属板張りがあるが、上部取り合い部分下地に防水シートを施工し、漏

水対策としている。 

天井吊材の間隔は 900 ㎜以下としているが、空調機等により 900 ㎜を超える箇

所は補強が実施されていた。手摺取り付け部の強度確認も検査時に全て触って確

認していた。  

（建具工事） 

外部に面する建具の耐風圧性、気密性、水密性が確認されていて、車庫改修部

分での軽量電動シャッターには障害物感知装置を設けている。一般来場者が使用

する部分で重量がある建具はなく、用途を考えて妥当であると判断する。 

（塗装工事） 

ＶＯＣ放散量が少ない、Ｆ☆☆☆☆の塗料を選定していた。シンナーは使用し

ないように指導し、塗装前の下地確認手順も施工計画書の通り実施していた。 

材料の使用量の確認、膜厚試験、施工写真の記録など、適切に監理されていた。 

（内装工事） 

内装材・接着剤について、ＶＯＣ放散量が少ない、Ｆ☆☆☆☆のものを材料承

認時にカタログで確認していた。 

留め付けビス間隔の計画書での確認、実施確認ともに適切に監理されていた。 

（電気設備工事） 

           電気の受電は本庁舎からの引込で、700KVA としていた。屋上には、ディーゼル

エンジンの自家発電機が設置されており、そのための回路系統も考慮されている。

また、防災計画に基づき設計され、消防検査も全て合格していた。 

   省エネ対策として、ＬＥＤ照明器具、人感センサースイッチ、太陽光発電シス

テム（10KW）が設計されていた。 

（機械設備工事） 

            空調負荷についての設計数値は、国土交通省の建築設備設計基準により算定し、

機器などが選定されている。現状では、本庁舎の１、２階が工事のために開放し
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ている箇所もあるので、完成形の段階でエネルギー使用状況を点検されたい。 

排煙設備は建築基準法施行令第 126 条の２により、区切られた面積が 500 ㎡を

超える１、２階について、防煙垂れ壁及び自然排煙（オペレーター）としている。 

   給水設備について、受水槽と高架水槽を合わせて災害時にも利用できる 18.5

㎥の有効水量で、この他、直圧部に災害時利用可能な給水栓を２カ所設けている。 

（昇降機設備工事） 

   建築設備設計基準に基づいて、900kg、定員 13 人、速度 60m/min としている。

障がい者等の使用についても、「京都府福祉のまちづくり条例」、「城陽市住みよい

福祉のまちづくり推進指針」等に対応させている。 

             地震時の動作方法は、初期波（P波）を感知したところで、管制運転により、最

寄り階に着床して運転を停止することとしている。年１回の法定点検、３ケ月に

１回の専門業者による点検を行うこととし、12月に１回目の点検を実施していた。 

（その他） 

設備工事と建築工事の関連部分の調整は請負業者、監理者、発注者の各担当者

が質疑回答書、工事連絡書などで情報共有し、点検口なども要所に設置していた。 

天井が高い箇所などの照明器具の球替えが困難となる箇所はなく、庇を設けて

日射遮蔽するほか、ＬＥＤ照明、人感センサーの採用など省エネルギーを考慮し、

環境に配慮されていた。３階屋上では雨水貯留タンクを設けて花壇への散水がで

きるようにするなど、意欲的な試みを行っていた。 

 

  イ 現場状況調査（完成建物使用状況、改修工事動線との関係等） 

昨年秋に完成した建物は既に職員、市民の供用に付されていた。建築物では、地震

に対して安全であることはもちろん、雨が漏らないこと、建具の建付けに問題がない

こと、給排水、電気設備、空調が機能することが必要であり、最新の建築技術が随時

導入されている。工事監理も丁寧慎重に為されており、市民、設計者、監理者などの

考えを反映した準備も適切に行われ、工事関係者のコミュニケーションも入念にされ

ていた。 

各階の階段から中央ホール、トイレなども明るく、ゆったりとした空間構成となっ

ていた。内部各所の仕上げや、手に触れる個所なども問題なく仕上っていた。 

屋上では、塔屋のような狭い個所でもドレイン以外にオーバーフロー管を設置して、

ドレインの詰まりから漏水を防ぐ工夫が為されているほか、設備立ち上がりスペース

（ハト小屋）のコンセントや配管出口廻りの仕上げ材の玉を無くすなどの細かい神経

を使い、隅々まで目配りをした仕上げを行っていた。塔屋から屋上に降りてきた竪樋

の脚部の蹴り出し（エルボー）下部にもタイル敷を施すなど、建築作法をよく知って

いることが随所に見られた。 

現在の工事中の現場の塀の整備や、通路動線状況は良好であった。 

  （ァ）安全設備他 

    安全日誌の記述、統括安全衛生責任者の巡回の記録、署名、作業所員当番の署名

など、安全活動状況に問題はなく、作業員の提出書類、ミーティング記録も整備さ

れていた。 


